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（１）連結経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する

四半期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2022年12月期第１四半期 14,187 13.2 854 61.4 854 61.4 587 54.6

2021年12月期第１四半期 12,527 9.5 529 4.0 529 4.1 379 9.6

（注）包括利益 2022年12月期第１四半期 587百万円（54.6％） 2021年12月期第１四半期 379百万円（9.7％）

１株当たり
四半期純利益

潜在株式調整後
１株当たり
四半期純利益

円 銭 円 銭

2022年12月期第１四半期 33.38 －

2021年12月期第１四半期 21.52 －

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

2022年12月期第１四半期 17,323 6,960 40.2 395.61

2021年12月期 17,406 6,762 38.8 384.28

（参考）自己資本 2022年12月期第１四半期 6,956百万円 2021年12月期 6,758百万円

年間配当金

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

2021年12月期 － 22.00 － 22.00 44.00

2022年12月期 －

2022年12月期（予想） 24.00 － 24.00 48.00

（％表示は通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属
する当期純利益

１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭
第２四半期（累計） 27,500 － 1,100 － 1,100 － 750 － 42.65

通期 56,000 － 2,320 － 2,320 － 1,575 － 89.55

１．2022年12月期第１四半期の連結業績（2022年１月１日～2022年３月31日）

（２）連結財政状態

２．配当の状況

（注）直近に公表されている配当予想からの修正の有無：無

2022年12月期配当予想の内訳　　普通配当　45円00銭

　　　　　　　　　　　　　　　記念配当　３円00銭（創立20周年記念配当）

３．2022年12月期の連結業績予想（2022年１月１日～2022年12月31日）

（注）直近に公表されている業績予想からの修正の有無：無

2022年12月期の期首より「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日）等を適用するた

め、上記の連結業績予想は当該会計基準等を適用した後の金額となっており、対前年及び対前年同四半期増減率は

記載しておりません。



①  期末発行済株式数（自己株式を含む） 2022年12月期１Ｑ 19,025,600株 2021年12月期 19,025,600株

②  期末自己株式数 2022年12月期１Ｑ 1,440,357株 2021年12月期 1,438,591株

③  期中平均株式数（四半期累計） 2022年12月期１Ｑ 17,586,483株 2021年12月期１Ｑ 17,643,174株

※  注記事項

（１）当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）：無

新規  －社  （社名）－、除外  －社  （社名）－

（２）四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用：無

（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

①  会計基準等の改正に伴う会計方針の変更        ：有

②  ①以外の会計方針の変更                      ：無

③  会計上の見積りの変更                        ：無

④  修正再表示                                  ：無

（注）詳細は、添付資料Ｐ.７「２．四半期連結財務諸表及び主な注記（３）四半期連結財務諸表に関する注記事

項（会計方針の変更）」をご覧ください。

（４）発行済株式数（普通株式）

(注)当社は「株式給付信託（J-ESOP)」を導入しており、株主資本において自己株式として計上されている「株式
給付信託（J-ESOP)」に残存する自社の株式は、１株当たり四半期純利益の算定上、期中平均株式数の計算におい
て控除する自己株式に含めております。

※  四半期決算短信は公認会計士又は監査法人の四半期レビューの対象外です

※  業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

（将来に関する記述等についてのご注意）

　本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判

断する一定の前提に基づいており、その達成を当社として約束する趣旨のものではありません。また、実際の業績等

は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる条件及び業績予想のご利用にあたっての

注意事項等については、添付資料Ｐ.２「１．当四半期決算に関する定性的情報　（３）連結業績予想などの将来予

測情報に関する説明」をご覧ください。
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１．当四半期決算に関する定性的情報

（１）経営成績に関する説明

　文中における将来に関する事項は、当四半期連結会計期間末日現在において当社グループが判断したものであり

ます。

　当第１四半期連結累計期間におけるわが国経済は、世界規模で拡大した新型コロナウイルス感染症拡大の影響に

よる経済活動や社会活動への制限により、国民の生活と行動に大きな影響が及んだことにより、景況は不安定な状

況で推移しました。国際的な半導体不足による製造業への影響、原油高による各種製品・サービスの価格上昇な

ど、経済活動の先行きには不透明さが残る状況が続いております。

　このような状況のもと当社グループは、2021年からの５ヵ年を対象とする中期経営計画として策定した「ＪＰＭ

Ｃ２０２５」のもと、「コロナ禍における運用戸数の拡大」と「Back to normal における収益性改善」を基本戦略

として事業を推進してまいりました。

　当社グループのコア事業であるプロパティマネジメント事業の収益向上に向けては、運用戸数の増加が不可欠と

なりますが、滞納保証事業や保険事業、リフォーム事業等を併せ持つ当社グループの強みが、１戸当たりの収益性

をさらに高め、付加価値向上と成長の加速を実現させていくための原動力となります。

　物件運用により得られるストック収益を拡大し、持続的かつ安定した成長を実現させるため、当社グループのパ

ーパスである「住む論理の追求」のもとに全社一丸となって事業を推進しました。

　この結果、当第１四半期連結累計期間の売上高14,187百万円（前年同四半期比13.2％増）、営業利益854百万円

（同61.4％増）、経常利益854百万円（同61.4％増）、親会社株主に帰属する四半期純利益587百万円（同54.6％

増）となりました。

　売上区分別の状況は、次のとおりであります。

（プロパティマネジメント収入）

　プロパティマネジメント収入につきましては、新型コロナウイルス感染拡大の影響もあり営業活動が制限される

状況下でしたが、受注・受託の獲得に注力いたしました。また、プロパティマネジメント事業の収益性の改善に取

り組んでまいりました。

　この結果、当第１四半期連結累計期間におきまして、運用戸数は106,943戸（前期末比303戸増）となり、プロパ

ティマネジメント収入は13,082百万円（前年同四半期比11.4％増）となりました。

（ＰＭ付帯事業収入）

　ＰＭ付帯事業収入につきましては、滞納保証事業が順調に推移しました。

　この結果、ＰＭ付帯事業収入は613百万円（前年同四半期比0.3％増）となりました。

（その他の収入）

　その他の収入につきましては、リフォーム事業が順調に推移しました。

　この結果、その他の収入は490百万円（前年同四半期比190.4％増）となりました。

（２）財政状態に関する説明

　当第１四半期連結会計期間末の総資産につきましては、前期末比83百万円減少し17,323百万円となりました。こ

れは主に、現金及び預金が75百万円、営業貸付金が81百万円、流動資産のその他が97百万円減少した一方、売掛金

が255百万円増加したことによるものであります。

　負債につきましては、前期末比281百万円減少し10,362百万円となりました。これは主に、未払法人税等が74百

万円、短期借入金が125百万円、長期借入金が193百万円減少した一方、買掛金が122百万円増加したことによるも

のであります。

　純資産につきましては、前期末比198百万円増加し6,960百万円となりました。これは主に、親会社株主に帰属す

る四半期純利益により587百万円が増加した一方、配当金の支払いにより388百万円が減少したことによるものであ

ります。

（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明

　2022年２月14日に公表した2022年12月期の連結業績は計画通りに推移しており変更はありません。
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（単位：千円）

前連結会計年度
(2021年12月31日)

当第１四半期連結会計期間
(2022年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 7,278,552 7,202,720

売掛金 475,179 730,223

販売用不動産 31,098 31,098

営業貸付金 2,507,697 2,426,693

その他 1,083,487 986,367

貸倒引当金 △143,264 △178,527

流動資産合計 11,232,751 11,198,576

固定資産

有形固定資産

建物 3,273,747 3,281,453

減価償却累計額 △1,738,100 △1,758,522

建物（純額） 1,535,647 1,522,930

土地 3,262,086 3,262,086

その他 124,981 126,248

減価償却累計額 △71,717 △75,592

その他（純額） 53,264 50,656

有形固定資産合計 4,850,998 4,835,673

無形固定資産

のれん 120,812 118,253

その他 62,366 62,139

無形固定資産合計 183,179 180,392

投資その他の資産

繰延税金資産 287,260 260,743

その他 1,093,678 1,082,029

貸倒引当金 △241,332 △234,161

投資その他の資産合計 1,139,607 1,108,612

固定資産合計 6,173,784 6,124,678

資産合計 17,406,536 17,323,255

２．四半期連結財務諸表及び主な注記

（１）四半期連結貸借対照表
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（単位：千円）

前連結会計年度
(2021年12月31日)

当第１四半期連結会計期間
(2022年３月31日)

負債の部

流動負債

買掛金 629,378 751,394

短期借入金 125,000 －

１年内返済予定の長期借入金 739,980 739,980

未払法人税等 326,420 251,695

賞与引当金 － 60,759

前受金 2,152,041 2,089,663

その他 741,124 733,611

流動負債合計 4,713,945 4,627,103

固定負債

長期借入金 3,112,728 2,919,400

長期預り保証金 2,205,261 2,191,245

繰延税金負債 553,371 555,592

その他 59,203 69,324

固定負債合計 5,930,565 5,735,562

負債合計 10,644,510 10,362,666

純資産の部

株主資本

資本金 465,803 465,803

資本剰余金 367,819 367,819

利益剰余金 7,683,507 7,882,070

自己株式 △1,758,876 △1,758,876

株主資本合計 6,758,253 6,956,817

新株予約権 3,772 3,772

純資産合計 6,762,025 6,960,589

負債純資産合計 17,406,536 17,323,255
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（単位：千円）

 前第１四半期連結累計期間
(自　2021年１月１日
　至　2021年３月31日)

 当第１四半期連結累計期間
(自　2022年１月１日
　至　2022年３月31日)

売上高 12,527,741 14,187,133

売上原価 11,249,328 12,410,974

売上総利益 1,278,413 1,776,158

販売費及び一般管理費 749,084 921,644

営業利益 529,328 854,514

営業外収益

受取利息 26 192

受取手数料 690 623

その他 574 2,604

営業外収益合計 1,291 3,420

営業外費用

支払利息 882 2,980

その他 125 －

営業外費用合計 1,007 2,980

経常利益 529,612 854,954

特別利益

固定資産売却益 － 8

特別利益合計 － 8

税金等調整前四半期純利益 529,612 854,962

法人税、住民税及び事業税 122,798 239,209

法人税等調整額 27,218 28,737

法人税等合計 150,017 267,947

四半期純利益 379,594 587,015

親会社株主に帰属する四半期純利益 379,594 587,015

（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書

（四半期連結損益計算書）

（第１四半期連結累計期間）
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（単位：千円）

 前第１四半期連結累計期間
(自　2021年１月１日
　至　2021年３月31日)

 当第１四半期連結累計期間
(自　2022年１月１日
　至　2022年３月31日)

四半期純利益 379,594 587,015

四半期包括利益 379,594 587,015

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 379,594 587,015

（四半期連結包括利益計算書）

（第１四半期連結累計期間）
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（３）四半期連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

　該当事項はありません。

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

　該当事項はありません。

（会計方針の変更）

収益認識に関する会計基準等の適用

　「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」という。）等

を当第１四半期連結会計期間の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又

はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することといたしました。

　収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに従っており

ますが、四半期連結財務諸表及び期首の利益剰余金に与える重要な影響はありません。

時価の算定に関する会計基準等の適用

　「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号　2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」という。）

等を当第１四半期連結会計期間の期首から適用し、時価算定会計基準第19項および「金融商品に関する会計基準」

（企業会計基準第10号　2019年７月４日）第44－２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等が定め

る新たな会計方針を、将来にわたって適用することとしております。なお、四半期連結財務諸表に与える影響はあり

ません。

（セグメント情報）

　当社グループは、プロパティマネジメント事業及びその付随業務の単一セグメントであるため、記載を省略し

ております
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